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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期連結
累計期間

第50期
第１四半期連結
累計期間

第49期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年６月30日

自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（百万円） 9,324 8,621 38,868

経常利益（百万円） 700 516 4,139

四半期（当期）純利益（百万円） 318 92 8,316

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
445 213 10,478

純資産額（百万円） 27,448 37,352 37,492

総資産額（百万円） 78,526 70,800 73,633

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
12.80 3.72 333.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 15.5 30.4 29.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策及び金融政策による円安・株価上昇もあ

り、景気は緩やかに持ち直しの動きが見られましたが、欧州の財政問題や中国経済の成長率の低下等先行きは依

然として不透明な状況が続いております。

このような経済情勢のもとで、当社グループは、総力をあげて積極的な営業活動を展開するとともに、事業活動

全般にわたる徹底した効率化、合理化を推進して業績の向上に努めてまいりました。

このような状況の中、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は86億21百万円（前年同四半期比7.5％減）、連

結営業利益は6億16百万円（前年同四半期比19.7％減）、連結経常利益は5億16百万円（前年同四半期比26.2％

減）、連結四半期純利益は92百万円（前年同四半期比70.9％減）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

当第１四半期連結会計期間より、従来の「ゴルフ場関連事業」セグメントの名称を「その他事業」に変更して

おります。なお、当該変更は名称の変更のみであり、報告セグメントの区分方法に変更はありません。

印刷関連事業におきましては、印刷需要の低下は依然として継続しており、また、出版市場の低迷が続く中、受

注確保に取り組んでまいりましたが、売上高は45億56百万円（同9.7％減）となり、セグメント利益につきまして

は、新規事業への先行投資もあり、セグメント損失1億49百万円（前年同期セグメント利益84百万円）となりまし

た。 

人材関連事業におきましては、東京・大阪を中心に増勢であった求人需要等により、売上高は14億50百万円

（同20.6％増）、セグメント利益2億11百万円（同27.4％増）となりました。

出版関連事業におきましては、市場縮小等引き続き厳しい環境ではありましたが、売上高は6億94百万円（同

4.5％増）となり、セグメント損失12百万円（前年同期セグメント損失53百万円）となりました。 

葬祭関連事業におきましては、簡素化葬儀は依然として増加傾向にありますが、売上高20億44百万円（同0.0％

減）、セグメント利益7億56百万円（同11.7％増）となりました。 

その他事業におきましては前期に関係会社株式を売却したこと等により、売上高は1億4百万円（同82.3％

減）、セグメント利益0百万円（同98.9％減）となりました。

　

（２）財政状態

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて28億33百万円減少しております。

主な要因は、流動資産の「その他」22億12百万円の減少等によるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて26億93百万円の減少となりまし

た。主な要因は、流動負債の「支払手形及び買掛金」7億84百万円及び「未払法人税等」18億50百万円減少したこ

と等によるものであります。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて1億40百万円減少しておりま

す。主な要因は、「その他有価証券評価差額金」が1億34百万円減少したこと等によるものであります。この結果、

自己資本比率は30.4％となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

当社は、企業価値および株主共同の利益を維持・向上させるため、以下のとおり、買収防衛策としての情報開

示ルールを導入しております。

①　情報開示ルールの内容

(a) 大規模買付行為の定義 

当社株式等を買い付ける者のうち、情報開示ルールの対象となる者は、（イ）当事者を含む株主グルー

プの議決権割合を25%以上とすることを目的とする買付行為を行おうとする者、または、（ロ）当該買付の

結果、大規模買付者グループの議決権割合が25%以上となる買付行為を行おうとする者です。

(b) 大規模買付者による必要事項の提供

大規模買付者には、大規模買付行為を開始する前に、当社宛に、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、

代表者の氏名、国内連絡先および大規模買付行為によって達成しようとする目的の概要を明示し、情報開

示ルールを尊重する旨を記した意向表明書をご提出いただきます。当社取締役会は、大規模買付者から提

出された意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者に対し、以下の各事項を含み当社取締役会が大

規模買付者の行為が当社の企業価値または株主共同の利益を低下させる買収に該当するか否かを判断す

るために必要と考える情報（以下これらを「必要情報」といいます。）の提供を要請する必要情報リスト

を交付します。当社取締役会は、大規模買付者から提供された情報が十分でないと考えた場合、大規模買付

者に対して、再度、情報の提供を要請します。

当社取締役会は、大規模買付者から意向表明書が提出された事実および当社取締役会に必要情報が提出

された場合にはその旨を開示します。また、必要情報について、当社株主の皆様の判断の為に必要であると

認められる場合には、適切と判断される時期に、その全部または一部を開示します。 

（イ）大規模買付者グループの概要

（ロ）大規模買付行為によって達成しようとする目的および内容 

（ハ）買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け 

（ニ）大規模買付者が当社の経営に参画した後に想定している経営方針、事業計画、財務計画、資本政策、

配当政策、資産活用策、人事政策等が当社企業価値または株主共同の利益を低下させるものではな

いかを判断するために必要かつ十分な情報 

(c) 当社取締役会による分析・検討 

当社取締役会は、大規模買付者から必要情報の提供を受けた日から起算して90日以内の期間（ただし、

取締役会は、必要がある場合には、この期間を30日を上限として延長することができます。延長する場合

は、延長期間と延長理由を開示します。）（以下「分析検討期間」といいます。）、外部専門家の助言を受

けるなどしながら、必要情報の分析・検討を行い、当社取締役会としての意見を取りまとめ、公表します。

当社が、分析検討期間を原則として90日と定めているのは、当社の営む事業が、ゴルフ場事業という多様な

ステークホルダーに大きな影響を与える事業であること、および葬祭事業（子会社）という公共性が高

く、その動向が地域社会に大きな影響を与える事業であること等から、大規模買付行為の企業価値に与え

る影響を慎重に検討する必要があるためです。当社取締役会は、分析検討期間中、必要に応じて、大規模買

付者と交渉し、また、株主の皆様に対する代替案の提示を行うことがあります。 

(d) 大規模買付行為の開始可能時期 

大規模買付行為者は、分析検討期間の経過後にのみ開始することができるものとします。 

(e) 情報開示ルールの適用外 

当社取締役会は、上記(c) の分析・検討の結果、あるいは、それ以前であっても、大規模買付者による大

規模買付行為が当社の企業価値または株主共同の利益を低下させる買収には該当しないと判断した場合

には、以後情報開示ルールを適用せず、また、対抗処置を発動しない旨を直ちに決議し、当社取締役会が適

切と判断する時点で公表します。 

② 大規模買付行為がなされた場合の対応方針 

(a) 大規模買付者が情報開示ルールを遵守しなかった場合 

大規模買付者が情報開示ルールを遵守しなかった場合、当社取締役会は、会社法その他の法律および定

款のもとで可能な対抗措置のうちからそのときの状況に応じ最も適切と判断した手段を選択し対抗措置

を発動することがあります。 
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(b) 大規模買付者が情報開示ルールを遵守している場合 

当社取締役会は、大規模買付者が情報開示ルールを遵守している場合には、大規模買付行為に対する対

抗措置を発動しません。ただし、当該大規模買付行為が当社の企業価値または株主共同の利益を著しく低

下させると合理的に判断される場合（買収目的や経営方針・事業計画等からみて企業価値を著しく損な

うことが明白であるもの、買収に応じることを株主に強要する仕組みをとるもの、従業員、顧客、取引先な

どのステークホルダーの利益を損なう結果企業価値を著しく損なうものなど。）には、前記(a)と同様の対

抗措置を発動することがあります。 

(c) 当社取締役会による意見表明 

当社取締役会は、大規模買付行為に対して対抗措置を発動しない場合でも、大規模買付者による大規模

買付行為後の経営方針および事業計画が不合理であると疑う場合、当社取締役会の経営方針および事業計

画（大規模買付者による大規模買付行為後の経営方針および事業計画に対する代替案を含みます。）に劣

ると疑う場合その他当社の企業価値または株主共同の利益の維持・向上に資するものではないと疑う場

合には、その旨の意見表明を行い、前記方針および計画を適切な時期に開示し、株主の皆様のご判断を仰ぎ

ます。

③ 対抗措置を発動する場合の手続き 

当社取締役会は、大規模買付者に対して対抗措置を発動するのが適当か否かを判断する場合、その判断の公

正性を確保するために必要があるときは、当社取締役会から独立した組織として設置される委員会に対抗措置

の発動の適否を諮問し、勧告を受けます。 

なお、当社取締役会が委員会に諮問して答申を受けるまでの期間は、①(c)に定める検討分析期間内に含まれ

ます。

　

（４）研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 95,130,000

計 95,130,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発
行数（株）
　（平成25年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 24,922,600 24,922,600
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は

100株であり

ます。

計 24,922,600 24,922,600 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数増
減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
－ 24,922,600 － 4,000 － －

　

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社廣済堂(E00724)

四半期報告書

 6/17



（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成25年６月30日現在

区分 株式数（株）　 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 6,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,888,600 248,886 －

単元未満株式 普通株式 27,100 － －

発行済株式総数 24,922,600 － －

総株主の議決権 － 248,886 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,300株（議決権の数43個）含まれてお

ります。

②【自己株式等】

 平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社廣済堂 東京都港区芝4-6-12 6,900 － 6,900 0.03

計 － 6,900 － 6,900 0.03

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１日から平成

25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、興亜監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,593 10,355

受取手形及び売掛金 7,455 6,322

商品及び製品 790 690

仕掛品 494 502

原材料及び貯蔵品 149 144

その他 4,986 2,774

貸倒引当金 △389 △390

流動資産合計 23,080 20,399

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 13,417 13,287

機械装置及び運搬具（純額） 2,338 2,323

土地 17,914 17,914

工具、器具及び備品（純額） 3,185 3,200

その他（純額） 2,209 2,599

有形固定資産合計 39,065 39,326

無形固定資産 1,108 1,228

投資その他の資産

投資有価証券 5,798 5,313

その他 5,519 5,451

貸倒引当金 △1,016 △1,013

投資その他の資産合計 10,300 9,751

固定資産合計 50,475 50,306

繰延資産 77 94

資産合計 73,633 70,800

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,759 1,975

短期借入金 1,680 1,400

1年内返済予定の長期借入金 3,958 3,766

1年内償還予定の社債 1,024 1,224

未払法人税等 2,209 359

賞与引当金 510 459

返品調整引当金 34 34

その他 2,506 2,999

流動負債合計 14,682 12,217
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

固定負債

社債 2,736 3,124

長期借入金 13,125 12,419

繰延税金負債 1,898 1,829

再評価に係る繰延税金負債 558 558

退職給付引当金 218 214

役員退職慰労引当金 423 394

預り入会金 778 773

その他 1,720 1,916

固定負債合計 21,459 21,230

負債合計 36,141 33,448

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

利益剰余金 18,278 18,254

自己株式 △4 △4

株主資本合計 22,274 22,249

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 939 805

繰延ヘッジ損益 △31 △25

土地再評価差額金 △1,498 △1,498

為替換算調整勘定 △86 △31

その他の包括利益累計額合計 △677 △750

少数株主持分 15,896 15,853

純資産合計 37,492 37,352

負債純資産合計 73,633 70,800
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

売上高 9,324 8,621

売上原価 6,417 5,830

売上総利益 2,907 2,791

販売費及び一般管理費 2,139 2,175

営業利益 767 616

営業外収益

受取利息 7 9

受取配当金 15 25

作業くず売却益 20 18

その他 80 34

営業外収益合計 124 87

営業外費用

支払利息 104 94

支払手数料 5 52

その他 81 39

営業外費用合計 191 186

経常利益 700 516

特別利益

固定資産売却益 2 －

投資有価証券売却益 － 122

その他 0 30

特別利益合計 3 153

特別損失

固定資産売却損 － 15

固定資産除却損 11 5

その他 1 －

特別損失合計 13 21

税金等調整前四半期純利益 690 648

法人税等 196 361

少数株主損益調整前四半期純利益 493 286

少数株主利益 174 193

四半期純利益 318 92
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 493 286

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △55 △139

繰延ヘッジ損益 0 9

為替換算調整勘定 1 45

持分法適用会社に対する持分相当額 5 11

その他の包括利益合計 △48 △72

四半期包括利益 445 213

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 269 19

少数株主に係る四半期包括利益 175 193
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 
当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

　　税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年６月30日）

減価償却費 452百万円 460百万円

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．前第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

印刷関連
事業

人材関連
事業

出版関連
事業

葬祭関連
事業

その他
事業

合計

売上高         

外部顧客への売

上高
4,8251,197 664 2,045 590 9,324 － 9,324

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

222 4 0 － 1 228 △228 －

計 5,0471,202 665 2,045 592 9,553 △228 9,324

セグメント利益又

は損失（△）
84 166 △53 677 58 933 △165 767

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△165百万円には、セグメント間取引消去25百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△191百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２．当第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

印刷関連
事業

人材関連
事業

出版関連
事業

葬祭関連
事業

その他
事業

合計

売上高         

外部顧客への売

上高
4,3351,442 694 2,044 104 8,621 － 8,621

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

221 7 0 － 0 229 △229 －

計 4,5561,450 694 2,044 104 8,851 △229 8,621

セグメント利益又

は損失（△）
△149 211 △12 756 0 807 △191 616

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△191百万円には、セグメント間取引消去36百万円、各報

告セグメントに配分していない全社費用△228百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない一般管理費等であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの名称の変更）

当第１四半期連結会計期間より、従来の「ゴルフ場関連事業」セグメントの名称を「その他事業」に変

更しております。なお、当該変更は名称の変更のみであり、報告セグメントの区分方法に変更はありませ

ん。

　

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 12.80円 3.72円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 318 92

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 318 92

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,915 24,915

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

（投資について）

当社は、平成25年７月19日付で株式会社金羊社の株式1,300,404株（所有割合38.9％）を取得し、株式会社金

羊社の筆頭株主となり、同社は、当社の持分法適用会社となりました。

これに伴い、平成26年３月期第２四半期において負ののれん発生益約10億円を連結損益計算書の特別利益に

計上いたします。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２５年８月８日

株式会社廣済堂

取締役会　御中

興亜監査法人

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 長島　俊行　　印

 
指 定  社 員
業務執行社員

 公認会計士 松村　　隆　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社廣済堂の

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２５年４月１日か

ら平成２５年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社廣済堂及び連結子会社の平成２５年６月３０日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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